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平成２６年 第３回 北海道議会定例会〔予算特別委員会（総務部所管）〕開催状況

開催年月日 平成２６年 ９月３０日（火）

質 問 者 民主党・道民連合 高橋 亨 議員

答 弁 者 危機管理監、危機対策局長、原子力安全対策担当局長
原子力安全対策課長、環境安全担当課長

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

今程防災減災のお話もございました。今日新聞を見
ますと、御嶽山の火山に関わって、道内の活火山につ
いて、避難計画がまだできていないとかですね、会議
もできていないとかいうことも出ていまして、こうい
うことがあるとですね、こういうことがでてくる。従
って、非常にですね、全てが何かが起こらなければ手
をつけないというような、そういう感想を持ってしま
うことをお伝えしなければならないと思います。

一 原発について
（一）川内原発への見解について
１ 適合性審査について
原発についてということで、川内原発への見解につ （環境安全担当課長）

いてお聞きします。 原発の安全性についてでございますが、国におきまし
避難弱者に関わる施設毎の避難計画もままならない ては、福島原発事故を踏まえまして、万一事故が発生し

まま、川内原発が再稼働へと突き進んでいますけれど た場合に備え、その進展を食い止めるといった、現時点
も、改めて、規制委員会自体が「この新基準の条項を における最新の知見を反映した厳格な規制基準を新たに
満たしたからといって、絶対に安全ということは無い」 定め、その基準への適合性について、厳正な審査を行っ
と公言しているわけです。 ているところでございます。

「必要条件では有るけども十分条件では無い」とし 一方、事業者におきましては、様々なリスクを想定し、
ているにも関わらず、国は規制委員会が安全と判定を 常に規制以上の安全レベルの達成を目指すことが求めら
したので、再稼働の手続きに入るとしているわけでご れているところでございまして、原子力発電所の安全向
ざいまして、道は、この規制委員会の新基準に適合と 上につきましては、こうした国の規制責任と事業者の保
いうことをもって「安全」が確保されたとお考えなの 安責任という基本的な枠組みの中で、不断に取り組まれ
かお聞きしたいと思います。 るべきものと考えているところでございます。

１ 適合性審査について（再） （原子力安全対策担当局長）
私が聞いたのはこの規制委員会の新基準への適合を 原発の安全性についてでございますが、国におきまし

持って「安全が確保された」というふうに道はお考え ては、福島原発事故の教訓を踏まえまして、地震や津波
ですかということをお聞きしたので、改めてお聞きし など、自然現象の想定を大幅に引き上げて防護対策を強
たいと思います。 化いたしますとともに、万一、重大事故が発生した場合

に備え、その進展を食い止める対策を事業者に求めると
いった新たな規制基準を定め、その適合性について審査
をしているところでございます。

こうした中、規制委員会の田中委員長は「できるだけ
リスクを下げるという観点から適合審査を行った」とし
ているところでございまして、原発につきましては、安
全の追求に終わりがあるものではなく、規制基準への適
合はもとより、事業者におきましても、様々なリスクを
想定し、常に規制以上の安全レベルの達成を目指すこと
により、安全向上に向けて不断に取り組まれるべきもの
と考えております。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

２ 審査基準について （原子力安全対策担当局長）
そもそも、日本の原発は世界で一番厳しい安全基準 新たな規制基準についてでございますが、新たな規制

及び対策が講じられているというふうにお考えでしょ 基準は、原子力規制委員会におきまして、福島原発事故の
うか。 教訓や国際機関の安全基準を含む海外の規制動向など、

現時点での最新の知見を反映し、炉心の損傷防止などの
重大事故対策を含めた基準として策定されたものと受け
止めているところでございます。また、今後新たに得ら
れる知見についても、いわゆるバックフィット制度によ
り、規制基準に取り入れていくこととされております。

一方、事業者におきましても規制基準を満たすことは
もとより、規制以上の安全レベルの達成を目指すことが
求められております。原子力発電所につきましては、さ
きほど申しましたが、安全の追求に終わりがあるもので
はなく、この両者が相まって、安全向上に向けて不断に
取り組まれるべきものと考えております。

２ 審査基準について（再） （原子力安全対策担当局長）
今、おっしゃったとおり、バックフィット制度を取 今、コアキャッチャーというお話がございました。新

り入れていくということでございます。これは、フラ 設をするところにつきましては、そういった機能といい
ンスではご存じのとおり、コアキャッチャーを３．１ ますか、そういった装置についても求められるものかと
１以降、既存の原発に付けておりますけれども、これ 存じていますが、現時点におきましては、そういうもの
はメルトダウンしたときの対策として、日本の原発は がない中で、そういう安全対策、あるいは事故が起きた
コアキャッチャーは付けていない訳でございますから、 ときの対策というものにつきまして、規制委員会の審査
最近の知見を取り入れるというお話がありますが、コ 会合の中で、審査がされていると存じています。
アキャッチャーだとか新たな安全対策がとられていく
ということで、理解していいでしょうか。

既存のなかでの安全対策は、今、お話があったとお
りだと思いますが、さらに、新たな安全対策が次から
次へとでてくる訳ですから、さきほど言ったバックフ
ィットの話も含めて、本来であれば、そうなければな
らない、さらに安全を求めていくということにならな
ければならない。しかし、日本の段階は、まだ、そう
いう状況ではないということだけは、みなさんも理解
しているのだろうと思っております。

３ 川内原発の再稼働について （環境安全担当課長）
鹿児島県は、再稼働に関わる地元同意について、県 川内原発に係る国の対応についてでありますが、鹿児

と薩摩川内市のみで十分としてますが、知事が国に求 島県においては、川内原発に関するこれまでの経緯を踏
めていた再稼働に関わる手続きとは、３・１１以前と まえ、再稼働にあたっては、住民説明会を開催した上で、
同様と私は思っておりませんが、道として、国が新た 県議会や薩摩川内市長及び薩摩川内市議会の意向などを
な手続き方法を示すこと無く、従前と同様の進め方を 総合的に勘案して判断するとしているところでございま
していることをどのように受け止めているのかお聞き す。
します。 川内原発の再稼働に関しては、今後、審査結果につい

て、規制委員会による住民説明会が予定されていると承
知しておりまして、こうした場も含め、立地自治体の理
解などを得るために、国がどのようなプロセスで対応し
ようとするのかなど注視する必要があると考えておりま
す。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

３ 川内原発の再稼働について（再） （原子力安全対策担当局長）
従前と同様の進め方としてどのように受け止めてい 泊原発の再稼働に関してでございますけれども、国の

るかということをお聞きをした訳ですが、知事が本会 エネルギー基本計画におきまして、原発の再稼働にあた
議等で言っているのは、前と同様のですね、進め方と りましては、国が前面に立ち、立地自治体と関係者の理
いうことではないのだろうと私は思っている訳ですし、 解と協力を得るよう取り組むとしているところでありま
知事もそのように新たに国にそのことを求めている訳 す。そしてまた、経産大臣は鹿児島県知事からの要請を
ですから、従前と同じであれば求める必要もない訳で 踏まえ、川内原発の再稼働に向けた政府の方針を文書で
すから、そのことについてお伺いしているんで、改め 示したというふうに承知をしております。
てそこをお聞きしたいということとですね、国は新た 再稼働に関し、地元合意などに関する法的な定めはご
なプロセスで対応するという考えを持っているとお考 ざいませんが、道としては、原子力発電所の再稼働につ
えなのかもお聞きしたいと思います。 きましては、国が関係自治体への説明などを含め、具体

的なプロセスを明確にした上で、安全性やエネルギー政
策上の必要性などを十分に考慮し、責任を持って判断す
るとともに、立地自治体等の理解を得るよう丁寧に説明
する必要があると考えており、こうした内容につきまし
て、道として引き続き国に対して強く求めているところ
でございます。

３ 川内原発の再稼働について（再々） （危機管理監）
私は今回の進め方は従前と同様の進め方だと思って 泊原発についてでございますが、国は、エネルギー基

いるんですよね。従って、道の方の泊原発再稼働につ 本計画におきまして、原発の再稼働にあたりましては、
いて、今審査を行っておりますけれども、規制委員会 「国も前面に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を
が、結果として川内原発と同じような同意のプロセス 得るよう取り組む」としているところであります。
が十分だというふうに、道の方はお考えなんですか。 国におきましては、原発の再稼働にあたりましては、

そうした立地自治体と関係者の理解と協力を得るため
に、立地自治体ごとに原発に係る様々な経緯を踏まえた
対応を検討する必要がある、そのように考えていると聞
いております。

道といたしましては、こうした対応を含めた具体的な
プロセスを示すよう、原発立地道県で構成いたします原
子力発電関係団体協議会などを通じまして、引き続き国
に対して、求めてまいりたいと思っております。

今回の川内原発がその試金石になってくるんだと思
うんですね。そしてですね、これは岩宇４町村だけで
はなくて、現在、泊であってもですね、ＵＰＺ圏内の
方々はですね地元同意の有無をですね求めてもらうよ
うにと思っている訳ですね。

そして、一方函館でも大間原発に関わってはですね、
ＵＰＺ圏内であるということから地元だろうというこ
とでのですね同意を国の方が求めてくるというそうい
うプロセスの中に当てはめるべきだと考えている訳で
すから、そういう意味からするとですね、本来そうい
う泊、岩宇４町村の外にある３０ｋｍ圏内ＵＰＺの方
々、それから函館も含めてですね、道は寄り添ってい
くという話をしておりますから、当然のことながらそ
のことをですね主張すべきだというふうに思っており
ますので、是非ですねそのことを皆さんの方にですね
努力の方をよろしくお願いしたいと思いますし、そう
いうことで実現するようにしていただきたいというふ
うに思っている訳です。

４ 泊原発の再稼働について （危機管理監）
今回の国の対応につきましてはですね、福島原発に 泊発電所の再稼働に係る対応についてでございます

おける安全神話の崩壊、地元周辺自治体や住民の不安 が、今ほどの答弁とちょっと重複いたしますけれど、国
など一切顧みない、そういう愚かな行為であると多く は、原発の再稼働にあたりましては、「国も前面に立ち
の国民・道民が思っているわけでございますが、道は まして、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう取
ですね、泊原発の再稼働における手続きについてどの り組む」としているところであります。
ようにお考えなのかをお聞きしたいと思います。 道といたしましては、現在、他県において手続きが先

行する中で、国が具体的なプロセスを示すよう、原発立
地道県で構成いたします原発協などを通じまして、引き
続き強く求めてまいる考えであります。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

（二）避難計画について （原子力安全対策課長）
１ 医療・福祉施設等の計画策定状況について 医療・福祉施設等の計画作成状況についてであります
避難計画区域内における医療・福祉施設等の計画策 が、原子力災害対策を重点的に実施する区域となってお

定状況についてお聞きしたいと思います。 りますＵＰＺ圏内１３町村において、避難計画の作成対
象となる医療機関１３施設、社会福祉施設等１５２施設
の全てが作成を終えているところでございます。

２ 実効性の確保について （原子力安全対策担当局長）
そもそも、現在の避難計画は住民を無事に、そして 避難計画についてでございますが、原子力防災対策は、

確実に避難させることが出来る実効性が担保されてい 防災計画や避難計画の策定をもって完了するというもの
るものなのでしょうか。例えば医療機関１３施設、社 ではなく、原子力災害時におきまして、計画に基づく屋
会福祉施設１５２施設、それぞれ計画があったとして 内退避や避難などの防護措置を確実に行えるよう、不断
も、それは単体の中での避難計画で、これを積み上げ に取り組んでいくことが重要と考えております。
ていくと、例えばその病院や施設の中には当然重篤な こうしたことから、関係自治体と連携をいたしまして、
方もいらっしゃる、さらには車いすの方もいらっしゃ 住民への周知や避難訓練などに継続的に取り組みますと
る、自力で逃げられない方もいらっしゃる、それは単 ともに、病院、社会福祉施設などの入所者への対応など
体で作っていますが、全部積み上げた形の中で対応で も含めまして、避難手段の確保などに係る具体の対応や
きるという実効性があるのかどうなのかお聞きします。 体制について、常に点検・確認を行い、避難計画などに

反映するなど、より実効性のある防災対策の構築に努め
てまいる考えでございます。

２ 実行性の確保について（再） （原子力安全対策担当局長）
１３ないし１５２施設、そこには多くの入所者がい 病院、社会福祉施設等の避難についてでございますけ

るわけです。この入所者を移動させるための車両の確 れども、原子力災害が発生した場合には、関係自治体や
保等を含めて、どの施設に何台必要かということは、 施設が保有する福祉車両により対応するほか、不足する
もう当然のことながら各計画ができているわけですか 分につきましては、３０ｋｍ圏外の地域における福祉車
ら、あるのだろうと思いますが、それをどのように調 両を保有する運送事業者や施設などに道から協力を要請
整していくのかということが求められるわけだと思い し、さらには、状況に応じて、消防機関や自衛隊などの
ますが、その調整というのはそもそもできるのか、道 実動組織による支援も受けて、避難手段を確保する必要
として。さらには消防や警察もあるでしょう、関係機 があるものと考えております。
関と調整ができていけるのか、そこがまさしく実効性 必要な避難車両の台数につきましては、現在、精査中
のある計画になるかどうかということの試金石だろう でございますが、今後、関係機関と協議をして、避難手
というふうに思うわけでございますけれども、それは 段の確保について調整してまいりたいと考えておりま
どうなんでしょうかね。 す。

あの、無理だと思うんです。入所されている方々、
それぞれに対応していく、そしてそれらの重篤な方々
にはですね、当然のことながら、看護師の方がつかな
ければならないとか、介添人がつかなければならない
とか、様々な状況があるわけですから、かなり難しさ
をもった避難計画になっているんだろうと。結果、実
効性がどのくらい担保できるのかということは、残念
ながら確実性のあるものではないというふうに思うわ
けです。

車両の供給もですね、３０ｋｍ圏外、ＵＰＺ圏外か
らどれほどのものが持ってこれるのかということも、
未だにはっきりしているわけではない。そして避難さ
れる方、これはＰＡＺの中でも、さらにはＵＰＺも含
めて、どの方がどれだけの車両を使っていく、そして
バスは何台必要なのか、様々なことはまだまだ未知数
なわけですね。そういう状況にあるんだと思っている
んですね。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

３ ＵＰＺ圏外の避難について （原子力安全対策課長）
さらにですね、事故が起きた場合、当然のことなが 住民避難についてでありますが、ＵＰＺ圏内１３町村

ら、ＰＡＺやＵＰＺの住民が避難するだけではなくて につきましては、国の原子力災害対策指針に基づき、防
ですね、ＵＰＺに隣接する地域の方々の避難もあるわ 災計画を策定することとされており、この計画に基づき、
けです。まずは、ＰＡＺの方々、その次にＵＰＺ圏内 住民の避難などを行うこととしているところでございま
の方々というふうに言われても、ＵＰＺ圏外、とりわ す。
け隣接している方々は、皆さんが避難をしているのを また、事故の進展により、３０㎞圏外にも影響が及ぶ
目の前で見て、待ってますという話には、人間の心理 と判断された場合には、国などと連携しまして、空間放
としてはなかなかならない。 射線の実測を行い、屋内退避など必要な防護対策を講ず

そうすると、当然のことながら、避難も始めていく ることとしているところでございます。
ということになっていくわけですけれども、そうなっ
た場合、どこに逃げて良いのかということは、避難計
画が作られているところはほとんどないわけですから、
そういう意味からするとですね、こういう隣接してい
る方々の避難について、道はどのような考えなのか、
お聞きしたいと思います。

４ 自主的避難者への対応について （原子力安全対策担当局長）
確かにそういうことでですね、家の中に退避してい 原子力災害における避難者への対応についてでござい

ろということなんですが、そうはなかなかならないの ますが、道におきましては、ＰＡＺやＵＰＺの関係自治
が人間の心理だというふうに先ほどからお話をしてい 体と連携いたしまして、日頃から、住民の方々に対し、
るわけで、周りが逃げていけば、自分も逃げたいと思 原子力災害が発生した場合に、事態の状況に応じて、円
うわけです。ましてや、３０ｋｍ圏内という同心円の 滑な住民避難ができるよう防災訓練や啓発資料の配付な
中に被害がきちっと収まるという話じゃないことは、 どを通じて、周知をしているところでございます。。
福島第一原発を見ても、皆さんご存じのとおりだと思 道といたしましては、原子力災害時において、迅速か
いますから、当然のことながら、隣接する地域の方々 つ正確な情報伝達ができるよう、ＵＰＺ圏外も含め、各
の避難をどうするかということも、今後考えていかな 自治体への通報連絡体制を整備しておりますほか、テレ
ければならないと思うんですね。さらにですね、自主 ビ、ラジオなどの様々な媒体を活用して、住民の方々が
避難した方々はどういう風になっていくのかというこ 混乱なく適切な行動がとれるよう、広く道民に対し、事
とでございます。福島第一原発もありますけれども、 故の状況などに関する正確な情報提供を行いますととも
避難を命ぜられた方々が避難をするのと、自分が判断 に、避難状況の把握などにつきましても、関係自治体と
をして自主的に避難をするのでは、その後の対応にお 連携して対応してまいる考えでございます。
いて大きな差をつけられてしまうんですね。当然のこ
とながら、この教訓があるわけですから、自主避難の
方々の避難に関してどのようにお考えなのかをお聞き
したいと思います。

ＵＰＺ圏外の方々には情報を伝達する。そして、そ
の連絡体制はできているという事なんですが、情報だ
けを教えられる訳ですね、今、事故の状況はどういう
ふうになっているのか、さらにはですね、どの地域で
何マイクロシーベルト、何ミリシーベルト、そのよう
なことが情報として伝えられていく訳です。

こっちの方からこう風が吹いてるからどちらの方に
逃げるということは、それは当然の事わかりますが、
その方々はどこに逃げればいいですか、避難場所、そ
の避難場所だとかというのはきちんと周知をされてい
るのでしょうか、必ずしもそうではないだろうという
ふうに思っているわけで、情報はですねどの程度のも
ので終わっているのか、さらにはですね、避難する場
合にどういう体制までできているのかということは、
まだまだＵＰＺの圏内のみにですね終わっているとい
うふうに思うわけでございまして、非常にそれだけで
いいのかと思うわけです。

先ほどもお聞きをいたしました、川内原発に関わっ
てですね、国のプロセスをどのように知事は考えてい
るのかということや、今の避難計画の問題についての
まだまだ十分ではない状況を含めてですね、知事総括
でですねお話をお聞きしたいと思いますので、よろし
くお取りはからいをお願いしたいというふうに思いま
す。
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二 日米軍事訓練について
（一）地域の意見について （危機対策局長）

オスプレイの訓練移転に関しまして、本会議におい オスプレイの訓練移転に関する全国知事会の対応な
て「仮に今後、国から要請があった場合は、道として どについてでありますが、全国知事会では、オスプレ
は、全国知事会としての対応を踏まえると共に、地域 イの飛行訓練などに関し、安全性や飛行訓練による影
の皆様方の意見を十分にお聞きしながら、対応を検討 響等について政府が責任をもって、関係自治体や地域
して行く必要があるものと考えている。」とお答えにな 住民に説明するとともに、全国各地で行われる飛行訓
りました。全国知事会の対応はどのようなものか、ま 練等については、その具体的な内容を明らかにし、関
た、地域の意見の聴取方法及びその後の対応手続きに 係自治体の意向を尊重して対応するよう、強く求めて
ついてお聞きをしたいと思います。 きたところであります。

国では、沖縄の負担軽減のためのオスプレイの訓練
移転に関し、政府主催の全国知事会議などの場におき
まして、「全国に所在する自衛隊の演習場や飛行場の活
用などを幅広く検討し、具体的な内容がまとまり次第、
関係都道府県知事や関係自治体に丁寧に説明をし、理
解を得るよう努める」としていると承知しているとこ
ろでございます。

現在、こうしたことに関しまして、道は説明を受け
ていないところでありますが、仮に、今後、国から要
請があった場合には、まずは、国において、道や関係
自治体、地域住民に対し、事前に十分な説明を行うこ
とが必要であり、道といたしましても、そうした国の
対応を踏まえ、地域の意見を十分にお聞きしながら、
対応を検討していく必要があるものと考えております。

（危機対策局長）
地域の意見を十分聴いて対応を検討していくという ただいま答弁申し上げましたように、国におきまし

ことでございますけれども、これは反対があったにし ては具体的な内容がまとまり次第、関係都道府県知事
ても断れるのかと。断れないものであろうと思うわけ や関係自治体に丁寧に説明をし、理解を得るよう努め
であります。したがって地域の住民の声が反対という ると承知しております。道といたしましては、まずは
ことになった場合、道はどのように対応されていくお 国において関係自治体、地域住民に対して事前に十分
つもりですか。 に説明を行うことが必要と考えております。そうした

国の対応を踏まえて、道としても検討をしていく必要
があるものと考えております。

であるとすれば、なかなかそれは断ることは出来な
いものだと思いますが、今、局長がおっしゃったこと
をそのまま受け止めさせていただくとすれば、そのこ
とがあった場合に、あらためて道の見解というものを
きちっとお聞きをしなければならないと思います。



- 7 -(了)

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

（二）情報の重要性について （危機対策局長）
さて、同じく、今後、自衛隊に導入が想定されるオ 自衛隊が導入を予定しているオスプレイ型のティル

スプレイ型機の本道への訓練移転について「国に対し ト・ローター機についてでありますけれども、昨年１
て必要な情報の提供を求めるとともに関係自治体との ２月に公布された「特定秘密の保護に関する法律」に
情報共有に努める。」とされておりますけれども、年内 つきましては、公布後１年以内に施行されることとな
に想定されているのが「特定秘密保護法」の施行でご っておりまして、現在、本年１２月上旬に予定されて
ざいます。これによって、情報が十分に提供されるも おります施行に向けて、政令及び運用基準の閣議決定
のと考えているのかお聞きをしたいと思います。 に係る協議等が行われているものと承知をしておりま

す。
国におきましては、平成３０年度までの中期防衛力

整備計画の中で、導入を予定しておりますティルト・
ローター機の具体的な部隊編成や訓練内容などについ
ては、これまで、明らかにしていないところでありま
すけれども、いずれにしても、今後、仮に本道での訓
練が想定される場合におきましては、速やかな情報提
供や関係自治体の意向を踏まえた対応が必要と考えて
おりまして、道としては、国に対して必要な情報提供
を求めて参る考えであります。

（危機対策局長）
ということは、道とすれば訓練の関係についてです 道といたしましては、必要な情報を求めてまいると

ね、これは特定秘密保護法にかかわる情報の網にはか いうことです。
からず、きちっと道の方に、その内容について必要な
情報は提供されると考えていると思っていいのか。

必要な情報を求めても必要な情報が入らないとうこ
との方が多いわけですよね。それが今回の特定秘密保
護法です。防衛ないし外交については特別にそのこと
は明らかにしないというのが特定秘密保護法でござい
ますから、求めることは求めるかもしれませんけれど
も、その答えは必ずしもこちらの求めたものに近いも
のではないだろうと思っております。そうなった場合
に住民の方々の不安がより増幅してしまうということ
になるわけですから、まあ、危機対策局長がそういう
ふうにいわれるのであれば、それを見させていただく
ということになろうかと思います。そのことをお伝え
して終わります。


